
診療科別必要医師数の算定
～専門医シーリングの根拠～



必要医師数・養成数の計算方法
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北海道 4,849 5,470 5,649 5,690 5,548 103 193 159 136

青森県 881 1,370 1,362 1,334 1,283 20 74 50 39

岩手県 895 1,338 1,321 1,295 1,249 20 67 46 36

宮城県 2,088 2,245 2,356 2,402 2,368 42 72 63 56

秋田県 815 1,164 1,125 1,080 1,029 17 52 35 27

山形県 855 1,217 1,189 1,161 1,118 19 56 39 31

必要養成数に係る推計2030年 2036年
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① ② ③ ④ ⑤

③→④：診療科別の推計患者数＊の将来の変化率を用いて必要医師数を計算3,4)

(＊患者数の推計：性年齢階級別傷病中分類別患者数を算出5)→傷病中分類と各診療科の対応表6)等に基づき各診療科ごとの医療需要（外来需要を含む）を推
計→将来人口推計7)に基づき診療科ごとの将来の患者数を推計)

③→⑤：診療科別生残率8)を用いて算出

⑥

①→②：性年齢階級別勤務時間比(仕事率)1) を掛け、診療科別に性
年齢構成を調整した仕事量を算出

②→③：診療科別に週60時間以上の勤務時間が削減された場合の
医師数を計算2,3,4)

1)「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」結果を基に作成. 2)勤務時間については「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」結果を利用. 3)全国値をマクロ需要
推計に合わせ調整. 4)マクロ需給推計は医師需給分科会第３次中間取りまとめにおける勤務時間を週60時間に制限する等の仮定をおくマクロ需要推計の推計値（需要ケース２）を利用.  
5)平成28年患者調査を基に作成. 6)DPCデータを基に作成.  7)国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」. 8)平成20～28年度三師調査を利用し算出.

内科 小児科 …
形成

外科

リハビ

リテー

ション

科

北海道 4905 639 119 96

青森県 911 133 15 10

岩手県 910 138 … 22 12

宮城県 2093 284 60 61

秋田県 828 123 10 23

山形県 879 139 15 13

2016年　都道府県別 各診療科 医師数

(平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査)

1)仕事率の計算

②,④,⑤→⑥：現状を維持するための養成数に加え、将来時点の必要医師数が満たされるように生残率を考慮（⑤＋
④－②

診療科別生残率
）

＊都道府県ごとの必要医師数は、都道府県ごとの診療科別推計患者数の割合に応じ按分した

第19回医師需給分科会資料

2)の計算のイメージ 2) 診療科別勤務時間について

第30回医師需給分科会参考資料

6)対応表の例 8) 診療科別生残率(男性)

第28回医師需給分科会
参考資料

第28回医師需給分科会参考資料

補足資料

計算方法



医師の働き方を踏まえた必要医師数の算出について（イメージ）

人数

時間

週60時間制限後
全診療科
平均勤務時間

各診療科
平均勤務時間

各診療科の医師が、全診療科平均勤務時間
まで勤務した場合の、必要医師数を算出

→ 平均より勤務時間が長い診療科は医師
が不足し、短い診療科は医師数が過剰となる

人数

時間

週60時間

週60時間以上の勤務時間が削減された場合
の、必要医師数を算出

→ 週60時間を超える勤務時間がある診療科に
ついては、勤務時間削減分の医師が不足する

診療科別に
週60時間以上
の勤務を制限

従前の事務局整理 今回の整理
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仕事量の推計について（案）

年代 週当たり勤務時間 全体の平均との比

男性

20代 64:03 1.24

30代 62:40 1.21

40代 58:43 1.14

50代 52:59 1.02

60代 44:33 0.86

70代以上 32:58 0.64

女性

20代 59:23 1.15

30代 49:04 0.95

40代 43:14 0.84

50代 45:05 0.87

60代 39:43 0.77

70代以上 32:16 0.62

○ 仕事量については、勤務時間を考慮して、平均勤務時間と性年齢階級別の勤務時間の
比を仕事率とした。（すべての医師について以下の仕事率を用いることとしたい。）

※ 「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果を基に医政局医事課で作成

※ 勤務時間：診療時間（外来診療、入院診療、在宅診療に従事した時間。）、診療外時間（教育、研究・自己研修、会議・管理業務等に従事した時間。）、待機時間（待機時間：当直の時間（通常の勤務時間とは別に、院内に待機して応急患

者に対して診療等の対応を行う時間。実際に患者に対して診療等の対応を行った時間は診療時間にあたる。）のうち診療時間及び診療外時間以外の時間。）の合計（オンコールの待機時間は勤務時間から除外した。オンコールは、通常の

勤務時間とは別に、院外に待機して応急患者に対して診療等の対応を行うこと）。

※ 医師全体の週当たり平均勤務時間は51:42
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医療従事者の需給に関する検討会
第１９回 医師需給分科会 資料

１
平成３０年４月１２日
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診療科と疾病等の対応表について（例）

脳神経外科 48%
内科 46%
リハビリテーション科 4%
外科 1%
救急科 1%
整形外科 0%
精神科 0%
泌尿器科 0%
小児科 0%
産婦人科 0%
耳鼻咽喉科 0%
麻酔科 0%
形成外科 0%
放射線科 0%
眼科 0%
皮膚科 0%

（例） 循環器系の疾患（脳梗塞）

医療従事者の需給に関する検討会
第28回 医師需給分科会

参考
資料
5平成31年２月18日
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診療科別生残率について（男性）

6
※2008年～2016年の医師届出票（主たる診療科別医師数を基本診療領域に統合したもの）を利用して作成

医籍登録後年数

生残率

医療従事者の需給に関する検討会
第28回 医師需給分科会

参考
資料
5平成31年２月18日
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産婦人科 眼科 耳鼻咽喉科 泌尿器科 脳神経外科 放射線科

麻酔科 病理 臨床検査 救急科 形成外科 リハビリテーション科

診療科別生残率について（女性）

医籍登録後年数

生残率

※2008年～2016年の医師届出票（主たる診療科別医師数を基本診療領域に統合したもの）を利用して作成

医療従事者の需給に関する検討会
第28回 医師需給分科会

参考
資料
5平成31年２月18日



（参考）診療科別勤務時間等について

診療科 週当たり勤務時間 週60時間超過割合 超過者平均週勤務時間 勤務時間削減後仕事量

内科 51:18 30.1% 74:21 0.92

小児科 52:25 33.2% 74:21 0.91

皮膚科 43:53 18.4% 71:00 0.95

精神科 47:09 22.5% 72:26 0.94

外科 59:09 43.8% 77:47 0.87

整形外科 51:55 31.5% 73:11 0.92

産婦人科 53:41 37.6% 76:58 0.88

眼科 43:43 15.4% 71:34 0.96

耳鼻咽喉科 46:07 19.5% 71:55 0.95

泌尿器科 56:11 35.9% 75:40 0.90

脳神経外科 58:26 41.6% 78:50 0.87

放射線科 51:07 24.0% 70:39 0.95

麻酔科 52:26 30.0% 73:16 0.92

病理 55:02 37.8% 70:45 0.93

臨床検査 49:08 20.8% 79:06 0.92

救急科 62:30 48.6% 78:48 0.85

形成外科 52:30 28.6% 77:19 0.91

リハビリテーション科 47:46 19.2% 68:12 0.97

※ 「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果を基に医政局医事課で作成

※ 勤務時間：診療時間（外来診療、入院診療、在宅診療に従事した時間。）、診療外時間（教育、研究・自己研修、会議・管理業務等に従事した時間。）、待機時間（待機時間：当直の時間（通常の勤務時間とは別に、院内に待機して応急患

者に対して診療等の対応を行う時間。実際に患者に対して診療等の対応を行った時間は診療時間にあたる。）のうち診療時間及び診療外時間以外の時間。）の合計（オンコールの待機時間は勤務時間から除外した。オンコールは、通常の

勤務時間とは別に、院外に待機して応急患者に対して診療等の対応を行うこと）。

※ 医師全体の週当たり平均勤務時間は51:42
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医療従事者の需給に関する検討会
第30回 医師需給分科会（平成31年3月22日）
参考資料



・A診療科（50000人）
・B診療科（30000人）
・C診療科（10000人）
・
・
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○ 診療科と疾病等の対応表については、急性期領域における実際の診療データ※１を用いて、専
門医制度における基本診療領域と疾病等との対応表※２を作成した。

診療科と疾病等の対応表について

※１ 厚生労働科学研究「保健医療介護現場の課題に即したビッグデータ解析を実践するための臨床疫学・統計・医療情報技術を磨く高度人材育成プ
ログラムの開発と検証に関する研究」（研究代表者 東京大学 康永秀生）の研究結果（DPCデータから求めた69診療科×傷病分類（ICD-10）別の患

者数）を用いて、厚生労働科学研究「ニーズに基づく専門医の養成に係る研究」（研究代表者 自治医科大学 小池創一）において、基本診療領域×
傷病中分類（患者調査）別の患者数を算出した。
※２ 放射線科、臨床検査、救急科、リハビリテーション科については、全診療科における患者数の変化、麻酔科、病理については、外科における患者
数の変化、精神科については、患者調査における「精神及び行動の障害」を用いた。

（イメージ） 疾患A 疾患B 疾患C・・・・・・・・・

・疾患A（５％）
・疾患B（４％）
・疾患C（４％）
・疾患D（３％）
・
・

A診療科 B診療科 C診療科・・・・・

各疾病と各診療領
域との重み付けされ
た対応表を作成

・実際の診療データをもとに、各
疾患において、各診療科が診療
を行う患者数（シェア）を算出

・各診療科において診療を行う
疾患のシェアを算出し、重みづけ
された診療科と疾病の対応表を
作成

改



○ 将来必要な医師数の見通しの推計にあたって、まず、各診療科ごとの現在の医師数※１から、そ
れぞれの診療科における勤務時間を踏まえ、労働時間規制等医師の働き方改革により必要にな
ると考えられる現時点における必要医師数を算出※２した。

○ 算出された現時点における必要医師数に対して、疾病と各診療領域との重み付けがなされた対
応表に基づき、性年齢階級別の受療率等が一定であると仮定し、将来の人口動態の変化を踏ま
えた患者数の変化と必要医師数の変化が比例するものとして計算※３、４を行った。

診療科ごとの将来必要な医師数の見通しの推計について

将来の人口推計・疾病と各診療領
域との重み付けされた対応表に基
づく患者数の変化と比例して変化

↓

（イメージ）

現在の医師数※１
（9000人）

勤務時間の変
化、診療科の差
を踏まえ調整※２

↓
将来の必要医師数※３、４

（11000人）
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※１ 現在＝2016年医師数（仕事量）については、平成28年医師届出票における主たる診療科別医師数を基本診療領域に統合（主たる診療科につい
て、内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科(胃腸内科)、腎臓内科、神経内科、糖尿病内科(代謝内科)、血液内科、アレルギー科、リウマチ科、感
染症内科、心療内科については内科、外科、呼吸器外科、心臓血管外科、乳腺外科、気管食道外科、消化器外科(胃腸外科)、肛門外科、小児外科に

ついては外科、産婦人科、産科、婦人科については産婦人科、形成外科、美容外科については形成外科として集計）したものを用い、性年齢階級別に
第３次中間取りまとめにおけるマクロ供給推計の仕事率を掛け合わせた。
※２ 現在＝2016年における必要医師数については、各診療科別勤務時間等（「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生

労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果を基に医政局医事課で作成）及び第３次中間取りまとめに
おける勤務時間を週60時間に制限する等の仮定をおくマクロ需要推計の推計値（需要ケース２）を用いて調整。
※３ 2016年、2024年、2030年、2036年における必要医師数については、「診療科と疾病等の対応表」に基づき、性年齢階級別の人口推計及び平成26
年患者調査に基づく受療率を踏まえ計算。
※４ 全国の推計値については、第３次中間取りまとめにおけるマクロ需給推計の推計値と整合性をとるために調整。

改

現在の必要医師数※２
（10000人）

（患者数10万人） （患者数11万人）

（労働時間制限
により1.11倍
医師が必要）

（患者数が1.1倍
となるため、1.1倍
医師が必要）
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○ 将来の診療科別必要医師数について、実際に診療科選択に資するものにするためには、臨床
研修修了後、９割以上が専門研修を行う予定であることを踏まえると、臨床研修修了時点の診療
科別の１年あたり養成数を示すことが有用であり、諸外国における養成数の算出手法等を参考※１

に、
・ 現在の医師数を維持するために必要な１年あたり養成数※２

・ 将来必要な医師数の見通しを達成するために追加で必要な１年あたり養成数※２

を合計した数を診療科別の１年あたり養成数として算出することとした。

○ また、医師の働き方改革に関する議論、医師確保計画等のスケジュールを踏まえ、2024年、
2030年、2036年の３時点における将来必要な医師数の見通しを算出した上で、 １年あたり養成数
を算出することとした。

診療科ごとの将来必要な医師数の見通しを踏まえた年間養成数の算出について

※１ 厚生労働科学研究「ニーズに基づく専門医の養成に係る研究」（研究代表者 自治医科大学 小池創一）における海外調査等をもとに整理。
※２ 必要養成数の算出にあたっては、診療科別の生残率を用い、医師需給分科会「第３次中間取りまとめ」における供給推計の手法を用いた。

（イメージ）

現在の医師数
（9000人）

将来において現在の医
師数（9000人）を維持

将来必要な医師数の見
通し（11000人）を達成

１年あたり養成数※２ 300人

１年あたり養成数※２ 200人

１年あたり養成数 300＋200人

改
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○ 都道府県ごとの診療科ごとの将来必要な医師数の見通しの算出に当たっては、将来時点にお
ける必要医師数の算出方法を踏まえ、全国における診療科ごとの将来必要な医師数の見通しを
もとに各都道府県別の将来必要な医師数の見通しを算出※１し、各都道府県・各診療科別の現在
の医師数をもとに、都道府県間における医師の流出入がないと仮定して、１年あたりの養成数の
計算を行うこととした。

都道府県ごとの診療科ごとの将来必要な医師数・養成数の見通しについて

（イメージ）

ａ診療科
（必要医師数）

ａ診療科
（患者数）

・・・

全国 10,000人 200,000人（100％）

Ａ県 500人 10,000人（５％）

Ｂ県 300人 6,000人（３％）

・
・
・

・
・
・

全国における将来必要な医師数の見通しを各都道府県に配分

※１ 全国の性年齢階級別受療率と都道府県の性年齢階級別推計人口を用いて都道府県別診療科ごとの患者数を推計し、平成26年の患者数に基

づく都道府県別診療科ごとの施設所在地ベースの患者数と患者住所地ベースの患者数の比が将来も一定であるものとして患者流出入後の患者
数を計算した。

改

５％

３％



臨床研修医の動向
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